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田　中　弘　子
（家政教育研究室）

（平成１８年６月２日受理）
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序

ほぼ1960年代後半以降の日本では、学生や女性の若も

のたちを中心に、それぞれの問題、課題を主張し理想の

実現のための実践をすすめることができた時代であっ

た。80～90s.は、立法や法改正のかたちでそれらが結実

したと言える。

70年代初には旧優生保護法中の「経済条項」を削除し

ようとする政府の動きがあり、妊娠中絶をする権利に関

し、世界における同時的な裁判などの攻防と相俟って、

女性たちが歴史的に本格的には初めて自分たちの「から

だ」の問題（reproductive health / rights）に向かい合っ

た。マイノリテイの人々から、旧優性保護法中の差別条

項や羊水チェック、中絶の判断に関する問題提起がなさ

れ、女性たちの間では避妊や中絶の実態、出産の方法な

どについて、より覚醒にもとづいた論議がなされた。ス

カンデイナビアや欧米では、70年代にはすでに買売春や

家族間の暴力の問題をも含め、女性全体に降りかかるす

べての問題について、論議をくり返し、立法や裁判など

丁寧にとり組まれつつあった。

1960年から75年に至る15年間は、10.6％の上昇率と

いう急速な「核家族化」の時代であった。また、1975年

を境にして、「見合い」に代わって、「恋愛」結婚が多数

を占めていくようになった。女性は、より多く職業に就

き、さまざまな背景があるにしても、「選択によるシン

グルマザー」という生き方について、少しづつ認識が拡

まった。

日本における女性施設G.註１）では、1958「売防法」施

行の数年後より急速に、この法に関わる利用者は減少し

た。その理由は、性産業の変わり身の早さ、および売防

法にたいする行政の対応への疑問・世論などによると言

える。その後1965年までには、相談員をはじめとする

人々の強い要請と働きかけによって、G.は女性の妊娠・

出産、幼い子どもの同伴のための施設に切り替えられる

ことになった。これによって、①買売春問題をも含みな

がら、大きく分けるなら、むしろ多くは②従来からもあ

った、DVから脱出した女性のためのシェルターの役割、

および③とくに70年代前後から注目されるようになった

非婚姻によるシングルマザーの出産を手助けする機関と

なった。このようにG.は、日本における女性・子どもに

関わる多くの問題に関し、実態と一般の認識、さらに立

法・改正などより、かなり早い時期に、実質的に先導す

る役割として、それらの問題の受け入れを行ってきた。

註２）

Ⅰ　「DV防止法」の問題と課題

日本における「DV防止法」の立法は、①人間関係に

立ち入る法としても、また②実質的には議員立法の色彩

が濃いが、会議、集会での話し合いを繰り返しながら、

また立法の先達となった欧米や韓国など外国の状況を傾

聴し、被害当事者やマイノリテイの人々の証言を、立法

に関わる当事者たちにも聞かせ、最大限に組み入れなが

らの「市民立法」としても、ほとんど初めての体験であ

註１）本誌　第Ⅱ部　人文・社会科学　35-2, 2003. pp.1-19 同　36-2, 2004. pp.57-75 本誌　51-1, 2004. pp.229-242 同　52-1, 2005. pp.292-306
註２）その法的な根拠は、1965に旧厚生省から出された「通達」である。DVについては、いわゆる「DV防止法」（2001，2004改正）の施行時に、「受け皿」機関としての追認が

あった。
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った。アジア諸国の間では従来より、労働力だけではな

く、人身売買、買売春、結婚など、移住の問題あるいは

親密のように見える人々の交流があり、近年はますます

盛んである。1990年代よりは、アジアの国々においても、

ジェンダーに関わるさまざまな問題と解決への努力がと

り組まれ、立法化されてきた。たとえば、台湾では民進

党への政権交代を契機に、また韓国、中国においては

90s.の経済の急発展をバックに、あるいは世界女性会議

北京大会（1995）をきっかけとして、アジアの女性解放

の動きはめざましく展開し相互に学び合えるものが非常

に多くある。

近年は衆知のように、私たちは90s.以降のこの時期を"

冷戦期後のアジア"と呼んでいる註３）。冷戦期後のアジア

とは、経済や政治の旧い制約を脱皮し、女性運動におい

てもスカンディナビアや欧米における立法などをお手本

とするだけではないということを意味する。アジアの中

で、戦争とその後の歴史を引き摺りながらも、はげしい

経済動向や人々の暮らしの変化を敏感に感じ、各国や民

族の独自性、実態を十分に把握しながら、それぞれの旧

弊を丁寧に克服していく過程である。同時に、国や民族

性だけではなく、女性一人一人の違いをよく認識し、個

別性を考えなければならないということに、誰もが気づ

き始めている。

台湾におけるDV防止立法（1999「家庭暴力防治法」）

の経緯は、政権交代し風雲急をつげる勢いをもって政治

と社会が変革されてきた中に位置づけられる。すなわち

「ジェンダー政策」を政治の主流にする政策と、「女性が

台湾社会の広範において活躍する」という両輪によって

成立したと言うことができる。この立法の特徴は、同時

期に「特別法」を制定・施行することによって、民法に

よる女性の救済・回復と同時に、加害者への刑事罰など

が可能であり、各機関の連携による問題の解決をめざし

ている点にある。「特別４法」という方法は、韓国も同

様である註４）。台湾において重要なことは「家暴

（1999）・性侵（1997）」というように、ドメスティッ

ク・バイオレンスとセクシュアル・ハラスメントとを、

殆どつねに、意識的に同時的にとらえ註５）、どちらの場

合も実際におこる事件によって、「性犯罪」に移行する

可能性を強くもって考えられている事である。このよう

な法の扱いの柔軟性や立法にたいする成熟さは、いった

いどこから来るのだろうか。それらは女性たちの草の根

的な、組織的な運動の強さ深さ、研究者・議員などの上

手な関わり、ジェンダー公正の政治的社会的な主流化な

どによる成果であったと言わざるを得ない。

政権交代以後の政府は、ジェンダー公正の主流化によ

って、いろいろな意味でそれが活用され戦略化されるこ

とで、画期的な改革を行うことができた。法律、政治、

行政、あらゆる機関で女性が元気に活躍している。現在

の政党のもともとの拠点である南端の高雄市において

は、女性ばかりでなく、多くのマイノリティの人々が活

き活きと労働に就いている。女性の活躍や起業（「老板」）

が多い背景には、歴史的な外食産業の発達と家事育児労

働は双方の親と夫の手、あるいは家事労働者雇用の習慣

が大きい要因と考えられる。

図１－１と図１－２は、高雄市の「家暴＆性侵」セン

ターの取り組みをあらわしている 註６）。表１－１は、日

本の4年間の「保護命令新受件数」（2001.10～2005.８）

で、表１－２は、台湾と日本の「保護命令発令事件」処

理件数の比較である。註７）

図１－１は、高雄市の政府、民生局、司法、警察、シ

ェルター、職業訓練、医療・心理・教育などが連携を組

み、協力体制を示している。１枚のCDは、小学校を訪

ねた劇団が「家暴・性侵（犯罪）防止」を、ハリーポッ

ターをもじって、子どもたちに丁寧に具体的に訴えてい

る。その中の一部では、親の子どもにたいする「愛情表

現」と「性的侵害」「家庭暴力」の違いを分かりやすく

説明している。図１－２は、センター業務の組織編制で

ある。左端の「専線救援組」は、10人のソシアルワーカ

註３）ポスト冷戦期の文化政治とジェンダー―言説の立場、困難と突破―，Cultural Politics and Gender in the Post-Cold War Era，戴　錦華，第２回F-GENSシンポジウム「ポスト
冷戦期のアジアとジェンダー研究」基調講演，2005.11

註４）「資料：女性・子どもの危急対応と「性買売」法改正の方向（１）―新宿1955－64の検討を中心に―」，本誌51－１，2004．P.229
註５）米国の各州は、70ｓに「家族間暴力に対する規制法」を成立させ、90ｓにはその改正として連邦法「女性に対する暴力防止法」を制定させた。日本に対して、「適用対象を

確定する前に、注意深い検討が必要である」と呼びかけた。アジアではとくに、「家庭の安定」の概念に基く「配偶者間における暴力防止」という法的な枠組みは強く、依
然として主語・目的語が明確ではない。日本では2001年の立法前に、全国の女性相談員組織や婦人保護施設組織など、筆者を含めグループ・個人が、「適用される対象の拡
大」について「要望書」を提出し、事実婚も含まれることになった。この問題は、2004年の改正にもち越され、さらに適用対象は、婚約や離婚後の関係に拡大されること
になった。

註６）高雄市政府社会局「家庭暴力及性侵害防治中心・業務簡報」2005.8
註７）2004年度核発保護令・民事裁定一覧表（高雄市, 2005）,  配偶者暴力に関する保護命令事件の処理状況等について（日本,最高裁判所事務総局民事局, 2005）
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ーによる、24時間の受付け体制を示している。また、全

国「113」の緊急電話に対するいたづらはすぐに逆探知

をすることができ、17言語の通訳が提供されてもいる。

表１－２によると、保護命令の発令件数は日本と比較し

て圧倒的に多く、人口に比例すると日本の100倍を超え

る。暴力の質が異なるとも言われるが、シェルターの数

は少なく、もとの家に戻る女性も少なくないとのことで

ある。もとの地域を離れることの難しさや、労働・収入

を優先せざるを得ない状況、また社区（コミュニテイ）

の調整機能と活動状況の影響もあると考えられる。なお、

離婚の場合、夫が子どもを引きとるケースが約３割と多

いが、今後は夫が外国人女性と再婚するケースが増え、

妻が引きとる割合が増加することが見込まれる。

翻って日本においては、ストーカーやセクシュアル・

ハラスメント、ドメスティック・バイオレンスなどの暴

力・犯罪を、どのように集約的に焦点化し、またすべて

の女性・子どもの問題として考えすすめていくかが大き

な課題である。これらの課題のとり組のおくれによって、

立法のとり組みばかりではなく、問題の深い把握と組織

化全体化が立ち遅れている。2004年改正以後、それぞれ

の自治体が中心となって担っていくとしても、地域の事

情や連携・協力がうまくいかない場合、形骸化せざるを

得ない箇所も現れると予想できる。暴力の現われ方は、

10～20代の子どもたちによるものや、逆に親からの虐

待が増加しているなど、問題の分析と個々のケースに適

う回復のためのプログラムの形成など、問題自体に向き

合うことが置き去りにされてきている。未然防止や加害

者に対するプログラムは、現在はまだ効率のよい成果は

聞かれないけれども、それらは学校や社会教育にも有効

に活用され得ると予測できる。

Ⅱ　調査研究の枠組み

１　シェルターの概要

シェルターＧ.は、明治初期に「一夫一妻」制の実現、

および「在外の買売春」問題に関する「刑法及民法改正

の件請願」を、署名をつけて帝国議会に提出している。

1894年より、新宿において女性のための「救済館」とし

て出発したのが、Ｇ.のスタートであった。1958年「売

図１－１ 図１－２

表１－１ 表１－２
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春防止法」により、「婦人保護事業」の一環である「婦

人保護施設」の一つとして、東京都から委託をうけたこ

とから、公的機関に準ずる位置づけをもっている。同時

に、後援会があり、近年は多様なボランティアやＮＰＯ

が活躍し、請願や立法にむけて参加をするなど、次第に

オープンで独創的な性格をもってきている。このような

意味で、民間性が強い施設である。1965年からは、区の

女性相談員を中心とする強い働きかけがあって、妊娠・

出産女性または乳児・小さい幼児を連れた女性に重点を

おくようになり、次第に「女性と子どもの家」に切り替

わってきた。そのことの根拠は、「売防法」をきっかけ

として、女性のからだ（reproductive health / rights）を

重視することと、シングルマザーなど新しい性と生への

視点があった。

２　時代区分

敗戦後から現代のＧ.まで、次のように時代区分を試

みている。

（１）1946～1954

敗戦より、「売春防止法」以前までの時期

（２）1955～1964

「売春防止法」制定前後から、セクシュアリティの

概念が変革される以前の時期

（３）1965～1990s.

女性の権利と、性、人権の問題がひろく意識化され

てきた時期

３　利用者の生活と選択（1965～1990ｓ.）

＜色々なケース＞より（（社）Ｇ.会編『Ｇ.百年のあゆみ』

ｐ.371）

（１）入籍している場合は、離婚手続きをとって母子寮

に入れる。

（２）夫の暴力があった場合、夫婦げんかには立ち入ら

ない原則で、子どものために家に戻した。（マゝ）

（３）子どもが育てられない場合、①実家がひきとる、

②その親に適合した単身の施設に移管する、③寮に子

どもを捨てて逃げたいと思っているケースは一緒にし

て親の自覚を育てる。（マゝ）（1970ｓ.）註８）

＜ケース記録＞より（（社）Ｇ.会編『百年のあゆみ』

pp.403－411）

「だました男を慕う娘」「ヒモの男につくす」「Ｋ会で結

婚式」「売春はお仕事」「崩壊家庭で」「ヘビースモーカ

ーＡさん」「レイプされた高校生」「兄の近親姦」（1970

ｓ.～80ｓ.）

（マゝ）註９）

Ⅲ　調査研究の概要

１　調査の対象と方法

（１）調査の対象と実施方法

史料から得られる利用者数は、次のようである。

（２）分析の枠組み

1965―90s.は、「売春防止法」あるいは後の「ＤＶ防

止法」による影響をそれ程うけておらず、いわゆる近

代家族後の特徴を徐々に示していく時期にあたる。と

くに女性たちがＤＶを初めとして、新しい認識を切り

開いていく試練の時代である。ここでは時代を区切っ

て、①受入れ時の年齢　②学校歴　③相談経路　④利

用事由　⑤健康状態　⑥家族状況（図Ⅲ－１～６）か

ら、女性や子どもたちがどのような要因によって、健

康や安全、安心を脅かされ、どのような状況におかれ

ていたのかを検討する。

２　調査の結果

①　受入れ時の年齢（図Ⅲ－１）

20歳未満は激減し、9.4％である。この背景には避

妊や人口妊娠中絶の浸透も考えられる。20～24,25～

29の割合はさらに増加して、合計して58.2％であった。

②　学校歴（図Ⅲ－２）

15歳未満で学校教育を離れたのは4.4％で、前の時

期の10分のⅠ近くの割合であった。しかし中学校卒・

高校中退はかなり多くなり、全体の58.2％と上昇して

いる。いわゆる「学校からの逃走」という質を含むと

註８）（社）Ｇ.会編『Ｇ.百年のあゆみ』ドメス出版, 1994 p.371 （2）（3）-③は、現在のようなＤＶなどにたいする情報、認識、状況の変化がなかった。
註９）（社）Ｇ.会編『Ｇ.百年のあゆみ』ドメス出版,1994 ｐ.403～411
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69
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60
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考えられる。高校卒も30.0％と高い。

③　相談経路（図Ⅲ－３）

この期間になると、行政の整備が行き届いて、福祉

が圧倒的に多くなり、88.0％を占める。1975年までは、

警察よりも直接訪ねる人が僅かに多く4.4％となって

いる。

④　利用事由（図Ⅲ－４）

シェルターを利用した事由は、「生活難」が43.3％

で圧倒的に多くなった。次いで「家出」「家庭不和」

が併せて23.0％、「売春」は3.2％で10％以上減少して

いる。これらの事由はいづれも複合していたり、ほか

の事由に潜行していたりする場合も少なくない。

⑤健康状態（図Ⅲ－５）

「その他」「無回答」は併せて35.3％で、申告しな

かった数値は減少している。「妊娠」が27.7％、「（病

気などが）なし」が28.6％で、この２つはほぼ一致し

ている。これらがこの時期以降の特徴である。しかし、

「病気」が3.8％、「性病」は1.4％、「障害」「依存症」

は併せて2.1％あり、つねに一部の人の重度化、複合

化が課題になっている。

⑥家族状況（図Ⅲ－６）

「０～２」人は15.6％と半減している。「３～５」

人は46.3％、「６」人以上は29.4％と予想以上に多い。

結

調査対象となったシェルターＧ.の利用者について、

次のような論点が得られる。

①敗戦時および「売防法」制定時、および1965年の通

達による「女性と子どもの家」への切り替え、さらにＤ

Ｖ防止法など、Ｇ.による実態の受け入れが先行し、む

しろ法律制定がＧ.のような機関を想定していたと言え

る。また「売防法」後の性産業の大きな切り替えの背後

には、国際的な人身取引（ヒューマントラフィッキング）

による、国境を超える買売春が大きな課題となってくる。

今後の「売防法」改正などにむけて、このような時代と

状況をよく読みとり、Ｇ.周辺がよき牽引力となる必要

と可能性をもっている。

②1965－90s.の時期は、いわゆる近代家族が明らかに

したジェンダー矛盾を示す１つとして、ＤＶ被害が緊急

の課題として現れた。このことは日本におけるような対

処療法的にではなく、戦略的に法改正やその他の対策が

たてられるべきである。同時に、さまざまの経緯があり

ながらも、シングルマザーが次代の可能性として注目さ

れつつあった。

本研究の調査結果から、次のような諸点が得られる。

①この時期の利用者は、20代の割合がさらに多く

58.2％に増えた。学校歴も中学校卒・高校中退が最も多

く同じく58.2％となっている。「女性と子どもの家」切

り替え後は、健康と安全を気づかい、平穏に時間を過ご

すことに重点がおかれている。利用者たちの進路選択や

職業訓練、就職の考え直しなど、手をさしのべる方法、

課題は山積している。

②　精神的な傷や「病い」、「依存症」など、それらの

重度化複合化については、多角的な提携・協力など新し

い方法が試みられており、さらに様々の専門家の参加が

必要である。

（調査の対象とした支援機関G.の過去の資料のうち、既

に公的に報告された以外の資料、および当事者、職員等

との意見交換を参考引用する必要があった場合は、次の

ような対策・措置を行った。

本研究の位置づけと目的について、理解と了解を得た

上で、問題・事項のみを抽象化・数値化し、類型化、分

布、解析等の方法・形式に限定して、資料等をつかう。

さらに表現した結果を提示して、相手方に再度の了解を

得た。本研究の調査において、個人・支援者・機関等の

人権、プライバシー、利益、業務等に関し、今後プラス

にこそ活用され得ると予想するのであって、これまでの

長期にわたって築いてきた信頼関係を傷つけることが一

切ないよう、最大の配慮と努力を払った。）

（本調査研究の一部は、お茶の水女子大学 ２１世紀COE

プログラム, F-Gens. A－１（政策と公正）における共同

研究によるH.17の組織配分を、また文部科学省科研費

（個人研究）H.17の配分をうけています。）
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図Ⅲ－１

図Ⅲ－２

図Ⅲ－３
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図Ⅲ－４

図Ⅲ－５

図Ⅲ－６
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